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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結
累計期間

第56期

決算年月
自2015年４月１日
至2015年９月30日

自2016年４月１日
至2016年９月30日

自2015年４月１日
至2016年３月31日

売上収益
（百万円）

374,235 309,516 723,645

（第２四半期連結会計期間） (183,179) (160,708)  

税引前四半期利益又は税引前利

益
（百万円） 6,570 7,242 15,004

当社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 （百万円）
3,209 3,707 7,469

（第２四半期連結会計期間） (1,870) (2,630)  

当社株主に帰属する四半期（当

期）包括利益
（百万円） 3,020 3,225 5,697

株主資本合計 （百万円） 99,205 102,395 100,526

資産合計 （百万円） 313,654 310,658 304,053

基本的１株当たり当社株主に帰

属する四半期（当期）純利益 （円）
28.40 32.81 66.10

（第２四半期連結会計期間） (16.55) (23.28)  

希薄化後１株当たり当社株主に

帰属する四半期（当期）純利益
（円） － － －

株主資本比率 （％） 31.63 32.96 33.06

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 5,480 3,708 30,322

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △9,636 △9,317 △16,673

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 721 2,261 △9,059

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 12,754 17,406 20,824

（注）１．当社グループは、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に基づいて連結財務諸表を作成しております。

２．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

３．売上収益は消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）抜きで表示しております。

４．希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

５．金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より以下のとおり組織改編を行っております。

 

当社グループは、恒常化する石油需要の減退とそれに伴う業界再編、さらには電力・ガス小売りの全面自由化によ

る経営環境の変化を踏まえ、戦略構築と事業展開の一体化・迅速化を図るため、下記の内容で関連する事業分野を大

きく集約する組織改編を実施しました。

 

従来の４事業を、関連する事業分野で集約した２つの「事業グループ」とし、「事業グループ」傘下の分野は「部

門」に改称しました。

 

＜電力・ガス事業グループ＞

従来のホームライフ事業と電力・ユーティリティ事業を統合して新設し、傘下に「ホームライフ部門」と「電力・

ユーティリティ部門」を配置しました。

＜エネルギー・流通事業グループ＞

従来のカーライフ事業とエネルギートレード事業を統合して新設し、傘下に「カーライフ部門」と「エネルギーイ

ノベーション部門」を配置しました。

 

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

（主要な関係会社の異動）

「電力・ユーティリティ部門」

2016年７月に、株式会社エネクスライフサービスを設立し、新たに子会社としました。
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当社及び主な子会社並びに関係会社（持分法適用会社を含む）の事業系統図は次のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び子会社）が判断

したものであります。

 

（１）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して66億６百万円増加し、3,106億

５千８百万円となりました。これは主に営業債権の増加によるものです。また負債合計は、前連結会計年度末と比

較して41億６百万円増加し、1,909億９千７百万円となりました。これは主に借入金の増加によるものです。資本

合計は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末と比較して24億９千９百万円増加の1,196億６千１百万円と

なりました。

 

（２）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益や雇用情勢の改善等により緩やかな回復基調が続いた

ものの、中国をはじめとした新興国経済の減速や英国の欧州連合（ＥＵ）離脱問題など、世界経済の先行きは不透

明な状況にあります。

石油製品流通業界におきましては、恒常的な需要減少が継続しており、また原油価格の先行きも不透明な状況が

継続しております。

電力市場におきましては、原油価格下落に伴う原料費の下落等の影響によりスポットの平均価格は前年同期を下

回りましたが、本年４月からの電力小売りの全面自由化を受け、市場での取引量は増加傾向にあります。

このような環境のもと、当社グループは2015年４月に２ヵ年の中期経営計画『Moving2016「動く！」～明日（あ

した）にタネを蒔け！～』を公表し、以下３つの基本方針に基づき、事業を推進しております。

＜１＞　収益力の増強

＜２＞　長期成長戦略のためのタネ蒔き

＜３＞　組織力と基礎体力の増強

その取組みの一環として、本年４月に事業部門の組織改編を行い、ホームライフ部門、電力・ユーティリティ部

門からなる「電力・ガス事業グループ」と、カーライフ部門、エネルギーイノベーション部門（旧エネルギート

レード事業）からなる「エネルギー・流通事業グループ」の２事業グループ４部門の体制でスタートしておりま

す。恒常化する石油需要の減退とそれに伴う業界再編、さらには電力・ガス小売りの全面自由化による経営環境の

変化を踏まえ、関連する事業分野を大きく集約することにより、戦略構築と事業展開の一体化・迅速化を引き続き

推進してまいります。

また、電力小売りの全面自由化にあたり、当社グループが展開する家庭向け電力販売のサービス名称を「ｅコト

でんき！」とし、本年４月よりＬＰガス販売を行うグループ会社等を通じ、小売り販売を展開しております。一

方、家庭向け電力販売を検討する事業者向けに電力の卸売・需給調整等のサービスも開始しております。当社グ

ループでは、バランシンググループ（※１）の形成を通じ、自治体・異業種事業者向けに小売電気事業支援サービ

スの提供を引き続き拡大してまいります。

このような活動の結果、売上収益は3,095億１千６百万円（前年同期比17.3％の減少）、営業活動に係る利益は

77億５千５百万円（前年同期比5.0％の増加）、当社株主に帰属する四半期純利益は37億７百万円（前年同期比

15.5％の増加）となりました。

（※１）バランシンググループとは、複数の小売電気事業者間で形成したグループの代表者が、グループ全体で電力の需要と供給のバラ

ンスを調整することにより、同時同量制度におけるインバランスリスクを低減させる仕組みです。

 

＜１＞電力・ガス事業グループ

①ホームライフ部門

当第２四半期連結累計期間におけるホームライフ部門は、ＬＰガス販売数量におきましては、西日本の平均気温

が高めに推移したことやオートガス需要の減退等により、前年同期を下回りました。損益面におきましては、機器

販売等が振るわず営業活動に係る利益は前年同期を下回りましたが、持分法適用会社の損益が改善したこと等によ

り、損失幅が前年同期より縮小しました。
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2016年４月より伊藤忠エネクスホームライフ関東株式会社及び株式会社エコアにて家庭向け電力販売サービスを

開始し、８月以降、北海道・東北・中部・関西・西日本の各グループ会社においても電力販売を開始いたしまし

た。なお、電力販売サービスのブランド名称は「ｅコトでんき！（※２）」として展開しております。

海外事業におきましては、本年５月にフィリピンにおけるＬＰガス販売事業（Isla Petroleum&Gas

Corporation）に出資・参画いたしました。当社駐在員を派遣して、日本で培ったノウハウを活かし、ＬＰガス販

売の拡大を目指してまいります。

また、昨年10月に設立した工業ガスの製造販売会社PT.ITC ENEX INDONESIAの本社及び充填施設を、本年９月に

インドネシアのカラワン工業団地に竣工いたしました。事業基盤を整え、現地日系企業を中心に工業ガスの販売を

拡大してまいります。

このような活動の結果、売上収益は348億４千７百万円（前年同期比17.1％の減少）、営業活動に係る利益は６

億９千２百万円（前年同期比22.7％の減少）、当社株主に帰属する四半期純損失は５千８百万円（前年同期は当社

株主に帰属する四半期純損失２億９千３百万円）となりました。

（※２）株式会社エコアのみ、電力販売のサービス名称を「エコアのｅでんき」としております。

 

②電力・ユーティリティ部門

当第２四半期連結累計期間における電力・ユーティリティ部門は、本年４月より始まった電力小売りの全面自由

化に伴い家庭向けの電力需要の増加並びに法人向けの電力販売を推進した結果、当社及び王子・伊藤忠エネクス電

力販売株式会社を中心とする電力販売分野の電力販売量は前年同期を大きく上回りました。

発電分野においては、風力発電を中心とした再生可能エネルギーによる発電は前年同期を上回ったものの、エネ

クス電力株式会社の取引先において、一部契約満了に伴い電力販売量が減少し、販売数量は前年同期を下回りまし

た。

損益面におきましては、発電事業における販売数量の減少があったものの、全体の電力販売量の増加等により、

前年同期を上回りました。

熱供給事業（※３）におきましては、第２四半期における東日本の平均気温が前期を上回り、熱需要は前年同期

を上回りました。損益面におきましては、売上高は前年同期を下回ったものの、燃料単価下落に伴う原材料費の低

減により、前年同期を上回りました。

当該部門におきましては、本年４月より電力小売りの全面自由化に伴う異業種参入及び同業他社の競争激化に対

して、既存の自由化領域（高圧）では自社電源保有地域を中心に地域特性を勘案しながらエリアごとの販売を強化

しております。また本年４月より自由化された領域（家庭用等)の電力販売に関しては、当社他部門との連携の強

化及び外部パートナーの獲得による販路の拡大を引き続き推進してまいります。

このような活動の結果、売上収益は285億５千６百万円（前年同期比38.0％の増加）、営業活動に係る利益は34

億３千４百万円（前年同期比30.0％の増加）、当社株主に帰属する四半期純利益は16億９千３百万円（前年同期比

25.8％の増加）となりました。

（※３）熱供給事業とは、熱源プラントから複数の建物、オフィスビル等に、冷房・暖房等に使用する冷水・温水（媒介）を導管で供給

する事業です。

 

＜２＞エネルギー・流通事業グループ

①カーライフ部門

当第２四半期連結累計期間におけるカーライフ部門は、継続する国内の燃料油需要の減少を受け、販売数量は前

年同期を下回りました。しかし、損益面におきましては、日産大阪販売株式会社の寄与等により、前年同期を上回

りました。

リテール戦略におきましては、新型ＰＯＳシステム（Ｅ６ＰＯＳ)の導入を推進し、異業種を跨いだ「楽天スー

パーポイント」加盟店同士の相互送客を実現しております。またｅコマースのオムニチャネル化の進行に合わせ、

楽天株式会社の展開する「楽天車検」加盟店を積極的に増やし、共同キャンペーンを実施することでＥＣサイトか

らの車検顧客の送客も実施しております。

また、日産大阪販売株式会社におきまして、三菱自動車工業株式会社の不正問題に発し、軽自動車の販売に苦戦

を強いられましたが、他車種の販売強化及び経費節減、さらには新型セレナの拡販により、収益向上に大きく貢献

しました。

他方、エネクスオート株式会社では、洗車ビジネスポータルサイト「日本洗車連盟(法人向け)」の加盟店を９月

末時点で2,118店舗と着実に増やし、「洗車専科(一般ユーザー向け)」への利用促進に繋げております。また、顧

客との接点を増やす施策として、ＣＳ店頭における大型モニターやタブレット端末を活用したコミュニケーショ

ン・サービス「ドラチャン（ドライバー×チャンネル)」の取扱いを開始し、機能による他店との差別化を図り、

新たな顧客価値の創造を実践してまいります。

なお、当第２四半期連結累計期間における当社グループＣＳ（※４）数につきましては、不採算ＣＳや施設老朽

化ＣＳの運営撤退等により、総数は1,937ヵ所(前期末より36ヵ所純減)となりました。
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このような活動の結果、売上収益は2,137億２千３百万円（前年同期比16.0％の減少）、営業活動に係る利益は

15億３千８百万円（前年同期比7.3％の増加）、当社株主に帰属する四半期純利益は６億３千８百万円（前年同期

比13.7％の増加）となりました。

（※４）ＣＳとは、カーライフ・ステーションの略であり、当社が提案する複合サービス給油所です。

 

②エネルギーイノベーション部門

当第２四半期連結累計期間におけるエネルギーイノベーション部門は、エネルギー使用の効率化などによる構造

的な国内石油製品需要の減少傾向に加え、見通しの不透明な原油価格の変動が石油製品市況に影響を及ぼす環境

下、既存取引先の拡大と新規取引先の獲得を進め、安定した収益基盤の構築に努めました。

当部門におきましては「事業ポートフォリオの拡充」の方針のもと、「適切かつ機能的な資産の充実と運用管

理」と「新規事業化案件の積極的な推進」を行っております。産業用燃料販売事業におきましては、小口需要家へ

の販売拡大を目的とした小倉興産ロジサービス株式会社によって物流機能の強化を進めているほか、アドブルー販

売事業では、国内10ヵ所目となる提携工場を開設し、生産から供給まで一貫した販売体制の拡大と強化を行ってお

ります。また、各営業部におきましては既存事業に加え、法人向け電力販売などの多様な商材の提案を包括的に行

い、収益力の向上に努めております。さらに船舶から排出される廃油や火力発電所の石炭灰を再利用する事業も、

それぞれ事業化案件として着実に進めております。加えて、国内発電所向けのバイオマスの取り扱いに関しても、

事業化に向けて着手・検討を行っております。

引き続き、外部環境の変化に柔軟に対応しながらお客様のニーズに合わせた提案を行い、グループ会社と一体と

なった事業展開を進めてまいります。

このような活動の結果、売上収益は323億９千万円（前年同期比43.2％の減少）、営業活動に係る利益は14億９

千４百万円（前年同期比19.8％の減少）、当社株主に帰属する四半期純利益は10億７千８百万円（前年同期比

12.9％の減少）となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較

して34億１千８百万円減少の174億６百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は37億８百万円の収入となりました。主な要因は、税引前利益72億４千２百万円の収入、売

買所要資金63億９千万円の支出によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は93億１千７百万円となりました。主な要因は、関係会社預け金による支出60億円、有

形固定資産及び投資不動産の取得による支出等41億９千４百万円等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、得られた資金は22億６千１百万円となりました。主な要因は、有利子負債の増加による収入39

億６千２百万円、配当金支払いによる支出17億１百万円等によるものです。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

最近の有価証券報告書における記載から重要な変更はありません。

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

最近の有価証券報告書における記載から重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 387,250,000

計 387,250,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2016年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2016年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 116,881,106 116,881,106
東京証券取引所

（市場第一部）

 単元株式数は100株

 であります。

計 116,881,106 116,881,106 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2016年７月１日～
2016年９月30日

－ 116,881 － 19,878 － 5,000
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（６）【大株主の状況】

  2016年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 60,978 52.17

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,267 3.65

エネクスファンド 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号 2,987 2.56

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,340 2.00

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町一丁目１番２号 2,010 1.72

BBH FOR MATTHEWS ASIA DIVIDEND

FUND（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

4 EMBARCADERO CTR STE 550,SAN

FRANCISCO,CALIFORNIA USA

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

1,776 1.52

ＢＮＰパリバ証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 1,765 1.51

シナネンホールディングス株式会社 東京都港区海岸一丁目４番22号 1,571 1.34

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,542 1.32

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,315 1.12

計 － 80,551 68.91

（注）上記の他、当社は自己株式3,892千株を保有しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2016年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

3,892,100
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

112,931,400
1,129,314 －

単元未満株式
普通株式

57,606
－

１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 116,881,106 － －

総株主の議決権 － 1,129,314 －

 

②【自己株式等】

 2016年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

伊藤忠エネクス株式会社
東京都港区虎ノ門二

丁目10番１号
3,892,100 － 3,892,100 3.33

計 － 3,892,100 － 3,892,100 3.33

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期連結累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから同第93条の規定によ

り、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2016年７月１日から2016

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年９月30日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

区分
注記
番号

前連結会計年度末
（2016年３月31日）

当第２四半期連結会計期間末
（2016年９月30日）

（資産の部）    

流動資産    

現金及び現金同等物  20,824 17,406

営業債権  71,968 76,285

その他の短期金融資産  16,529 25,462

棚卸資産  25,160 23,801

前渡金  1,781 1,312

その他の流動資産  1,603 1,556

流動資産合計  137,865 145,822

非流動資産    

持分法で会計処理されている投資  8,786 9,762

その他の投資  8,029 7,315

投資以外の長期金融資産  9,895 9,661

有形固定資産  88,311 88,066

投資不動産  13,262 12,847

のれん  588 588

無形資産  24,329 24,048

繰延税金資産  11,622 11,316

その他の非流動資産  1,366 1,233

非流動資産合計  166,188 164,836

資産合計  304,053 310,658
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（単位：百万円）

区分
注記
番号

前連結会計年度末
（2016年３月31日）

当第２四半期連結会計期間末
（2016年９月30日）

（負債及び資本の部）    

流動負債    

社債及び借入金（短期）  5,299 9,349

営業債務  80,745 80,722

その他の短期金融負債  5,229 5,951

未払法人所得税  3,351 2,445

前受金  6,637 6,222

その他の流動負債  10,736 9,871

流動負債合計  111,997 114,560

非流動負債    

社債及び借入金（長期）  32,366 32,865

その他の長期金融負債  24,384 25,151

退職給付に係る負債  10,127 10,390

繰延税金負債  2,103 2,092

引当金  5,396 5,415

その他の非流動負債  518 524

非流動負債合計  74,894 76,437

負債合計  186,891 190,997

資本    

資本金  19,878 19,878

資本剰余金  18,740 18,740

利益剰余金  66,024 68,152

その他の資本の構成要素  △2,364 △2,623

自己株式  △1,752 △1,752

株主資本合計  100,526 102,395

非支配持分  16,636 17,266

資本合計  117,162 119,661

負債及び資本合計  304,053 310,658
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（２）【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

売上収益  374,235 309,516

売上原価  △331,241 △265,774

売上総利益  42,994 43,742

その他の収益及び費用    

販売費及び一般管理費  △35,887 △36,210

固定資産に係る損益  △124 △354

その他の損益  401 577

その他の収益及び費用合計  △35,610 △35,987

営業活動に係る利益  7,384 7,755

金融収益及び金融費用    

受取利息  29 40

受取配当金  217 234

支払利息  △466 △481

その他の金融損益  △4 0

金融収益及び金融費用合計  △224 △207

持分法による投資損益  △590 △306

税引前四半期利益  6,570 7,242

法人所得税費用  △2,682 △2,560

四半期純利益  3,888 4,682

当社株主に帰属する四半期純利益  3,209 3,707

非支配持分に帰属する四半期純利益  679 975
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（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

その他の包括利益（税効果控除後）    

純損益に振替えられることのない項目    

FVTOCI金融資産  △99 △185

持分法適用会社におけるその他の包括利益  △0 23

純損益に振替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  11 △107

キャッシュ・フロー・ヘッジ  183 △32

持分法適用会社におけるその他の包括利益  △284 △181

その他の包括利益（税効果控除後）計  △189 △482

四半期包括利益  3,699 4,200

当社株主に帰属する四半期包括利益  3,020 3,225

非支配持分に帰属する四半期包括利益  679 975
 
 

（単位：円）
 

１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益    

基本的 ９ 28.40 32.81

希薄化後 ９ － －

 

（単位：百万円）
 

売上高  564,118 466,313

（注）売上高は、日本の会計慣行によるものであり、当社及び当社の子会社が契約当事者として行った取引額及び代理

人等として関与した取引額の合計です。投資家の便宜を考慮し、当社が任意に開示する項目であり、IFRSで求め

られているものではありません。
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【第２四半期連結会計期間】
 

（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自 2015年７月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 2016年７月１日
至 2016年９月30日）

売上収益  183,179 160,708

売上原価  △160,722 △137,458

売上総利益  22,457 23,250

その他の収益及び費用    

販売費及び一般管理費  △17,965 △18,049

固定資産に係る損益  △83 △103

その他の損益  217 329

その他の収益及び費用合計  △17,831 △17,823

営業活動に係る利益  4,626 5,427

金融収益及び金融費用    

受取利息  12 18

受取配当金  1 5

支払利息  △269 △246

その他の金融損益  △4 1

金融収益及び金融費用合計  △260 △222

持分法による投資損益  △416 △287

税引前四半期利益  3,950 4,918

法人所得税費用  △1,635 △1,656

四半期純利益  2,315 3,262

当社株主に帰属する四半期純利益  1,870 2,630

非支配持分に帰属する四半期純利益  445 632
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（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自 2015年７月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 2016年７月１日
至 2016年９月30日）

その他の包括利益（税効果控除後）    

純損益に振替えられることのない項目    

FVTOCI金融資産  △555 208

持分法適用会社におけるその他の包括利益  △0 23

純損益に振替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △0 △54

キャッシュ・フロー・ヘッジ  258 78

持分法適用会社におけるその他の包括利益  △481 212

その他の包括利益（税効果控除後）計  △778 467

四半期包括利益  1,537 3,729

当社株主に帰属する四半期包括利益  1,092 3,097

非支配持分に帰属する四半期包括利益  445 632
 
 

（単位：円）
 

１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益    

基本的 ９ 16.55 23.28

希薄化後 ９ － －

 

（単位：百万円）
 

売上高  279,119 244,222

（注）売上高は、日本の会計慣行によるものであり、当社及び当社の子会社が契約当事者として行った取引額及び代理

人等として関与した取引額の合計です。投資家の便宜を考慮し、当社が任意に開示する項目であり、IFRSで求め

られているものではありません。
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

資本    

資本金    

期首残高  19,878 19,878

期末残高  19,878 19,878

資本剰余金    

期首残高  18,743 18,740

子会社の取得による減少  △3 －

期末残高  18,740 18,740

利益剰余金    

期首残高  62,223 66,024

当社株主に帰属する四半期純利益  3,209 3,707

その他の資本の構成要素からの振替  △88 △223

当社株主への支払配当金 ７ △1,243 △1,356

期末残高  64,101 68,152

その他の資本の構成要素    

期首残高  △1,661 △2,364

当社株主に帰属するその他の包括利益  △189 △482

利益剰余金への振替  88 223

期末残高  △1,762 △2,623

自己株式    

期首残高  △1,751 △1,752

自己株式の取得及び処分  △1 △0

期末残高  △1,752 △1,752

株主資本合計  99,205 102,395
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（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

非支配持分    

期首残高  15,515 16,636

非支配持分に帰属する四半期純利益  679 975

非支配持分に帰属するその他の包括利益  △0 △0

非支配持分への支払配当金  △110 △345

期末残高  16,084 17,266

資本合計  115,289 119,661
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  6,570 7,242

減価償却費等  6,101 5,393

固定資産に係る損益  124 354

金融収益及び金融費用  224 207

持分法による投資損益  590 306

営業債権の増減  11,744 △7,706

棚卸資産の増減  3,228 1,359

営業債務の増減  △17,864 △43

その他－純額  △2,942 49

利息及び配当金の受取額  374 431

利息の支払額  △405 △460

法人所得税の支払額  △2,264 △3,424

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,480 3,708

投資活動によるキャッシュ・フロー    

持分法で会計処理されている投資の取得による支出  △4 △1,342

持分法で会計処理されている投資の売却による収入  12 －

投資の取得による支出  △2,841 △11

投資の売却による収入  51 1,310

子会社の取得による支出（取得時の現金受入額控除

後）
 △1,090 －

貸付による支出  △124 △271

貸付金の回収による収入  157 206

有形固定資産及び投資不動産の取得による支出  △6,189 △3,541

有形固定資産及び投資不動産の売却による収入  707 675

無形資産の取得による支出  △338 △653

無形資産の売却による収入  2 －

預け金の増減－純額  － △6,000

その他－純額  21 310

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,636 △9,317
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（単位：百万円）

区分
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー    

社債及び借入金による調達額  7,715 7,500

社債及び借入金の返済額  △7,148 △1,991

短期借入金の増減－純額  1,508 △1,547

当社株主への配当金の支払額 ７ △1,243 △1,356

非支配持分への配当金の支払額  △110 △345

その他－純額  △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  721 2,261

現金及び現金同等物の増減額  △3,435 △3,348

現金及び現金同等物の期首残高  16,184 20,824

為替相場の変動による現金及び現金同等物への影響額  5 △70

現金及び現金同等物の四半期末残高  12,754 17,406
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

伊藤忠エネクス株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する企業であります。その登記されている本

社及び主要な事業所の住所はホームページ(URL http://www.itcenex.com)で開示しております。当社の要約四半

期連結財務諸表は2016年９月30日を期末日とし、当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）、並びに当

社グループの関連会社に対する持分により構成されております。当社グループは主として国内外における石油製

品、ＬＰガスの販売やそれらに付随するサービスの提供、国内における電熱供給、自動車の販売などを行ってお

ります。

 

２．要約四半期連結財務諸表の基礎

IFRSに準拠している旨

当社は「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第１条の２

に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、当社の要約四半期連

結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しております。従って、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報

が含まれていないため、前連結会計年度の当社グループの連結財務諸表とあわせて利用されるべきものでありま

す。

また、この要約四半期連結財務諸表は2016年11月10日の取締役会にて承認されております。

当社の要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。また、表示している全

ての財務情報は百万円未満を四捨五入しております。

 

３．重要な会計方針

当社グループが要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表に

おいて適用した会計方針と同様であります。

 

４．見積り及び判断の利用

要約四半期連結財務諸表の作成にあたり、経営者は見積り及び判断を利用しております。経営者による見積り

及び判断は、要約四半期連結財務諸表の報告日の資産、負債の金額及び偶発負債の開示、並びに収益及び費用と

して報告した金額に影響を与えております。

会計上の見積りに利用した仮定は、過去の経験及び利用可能な情報を適切に収集して設定しており、そのため

実績値と異なる可能性があります。なお、見積り及び仮定は経営者により継続して見直しております。これらの

見積り及び仮定の見直しによる影響は、その見積り及び仮定を見直した期間及びそれ以降の期間において認識し

ております。

要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に係る連結

財務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

前第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

 

その他

 

合計

 

調整額

 

連結
ホームラ

イフ部門

電力・

ユーティ

リティ部

門

カーライ

フ部門

エネル

ギーイノ

ベーショ

ン部門

計

売上収益          

外部顧客からの収益 42,047 20,699 254,491 56,998 374,235 0 374,235 － 374,235

セグメント間収益 136 157 2,098 399 2,790 － 2,790 △2,790 －

売上収益合計 42,183 20,856 256,589 57,397 377,025 0 377,025 △2,790 374,235

売上総利益 11,951 4,049 22,769 4,225 42,994 0 42,994 － 42,994

営業活動に係る利益 895 2,642 1,434 1,862 6,833 1 6,834 550 7,384

税引前四半期利益 337 2,596 1,198 1,863 5,994 1 5,995 575 6,570

当社株主に帰属する

四半期純利益又は損

失（△）

△293 1,346 561 1,238 2,852 0 2,852 357 3,209

 

その他の項目

資産合計 56,420 53,637 126,119 64,118 300,294 － 300,294 13,360 313,654

売上高 44,201 21,152 274,465 224,300 564,118 0 564,118 － 564,118

(注) セグメント間の取引は、市場価格を参考にして決定しております。

当社株主に帰属する四半期純利益の調整額357百万円は、報告セグメントに配分していない全社損益であり

ます。

資産合計の調整額13,360百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

売上高は当社が任意で開示する項目であり、日本の会計慣行における売上高を表示しております。
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当第２四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

 

その他

 

合計

 

調整額

 

連結
ホームラ

イフ部門

電力・

ユーティ

リティ部

門

カーライ

フ部門

エネル

ギーイノ

ベーショ

ン部門

計

売上収益          

外部顧客からの収益 34,847 28,556 213,723 32,390 309,516 － 309,516 － 309,516

セグメント間収益 69 144 877 414 1,504 － 1,504 △1,504 －

売上収益合計 34,916 28,700 214,600 32,804 311,020 － 311,020 △1,504 309,516

売上総利益 12,109 5,107 22,466 4,060 43,742 － 43,742 － 43,742

営業活動に係る利益 692 3,434 1,538 1,494 7,158 － 7,158 597 7,755

税引前四半期利益 483 3,297 1,359 1,545 6,684 － 6,684 558 7,242

当社株主に帰属する

四半期純利益又は損

失（△）

△58 1,693 638 1,078 3,351 － 3,351 356 3,707

 

その他の項目

資産合計 56,609 63,684 115,289 52,134 287,716 － 287,716 22,942 310,658

売上高 37,137 29,873 232,810 166,493 466,313 － 466,313 － 466,313

(注) セグメント間の取引は、市場価格を参考にして決定しております。

当社株主に帰属する四半期純利益の調整額356百万円は、報告セグメントに配分していない全社損益であり

ます。

資産合計の調整額22,942百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

売上高は当社が任意で開示する項目であり、日本の会計慣行における売上高を表示しております。

 

前連結会計年度末（2016年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

 

その他

 

合計

 

調整額

 

連結
ホームラ

イフ部門

電力・

ユーティ

リティ部

門

カーライ

フ部門

エネル

ギーイノ

ベーショ

ン部門

計

資産合計 60,404 55,144 116,484 50,284 282,316 － 282,316 21,737 304,053

(注) 資産合計の調整額21,737百万円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。
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前第２四半期連結会計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

 

その他

 

合計

 

調整額

 

連結
ホームラ

イフ部門

電力・

ユーティ

リティ部

門

カーライ

フ部門

エネル

ギーイノ

ベーショ

ン部門

計

売上収益          

外部顧客からの収益 19,463 10,695 127,205 25,816 183,179 0 183,179 － 183,179

セグメント間収益 80 85 504 225 894 － 894 △894 －

売上収益合計 19,543 10,780 127,709 26,041 184,073 0 184,073 △894 183,179

売上総利益 5,740 2,224 11,931 2,562 22,457 0 22,457 － 22,457

営業活動に係る利益 311 1,492 1,189 1,392 4,384 － 4,384 242 4,626

税引前四半期利益又

は損失（△）
△167 1,435 1,062 1,380 3,710 － 3,710 240 3,950

当社株主に帰属する

四半期純利益又は損

失（△）

△473 689 561 919 1,696 － 1,696 174 1,870

 

その他の項目

売上高 20,550 10,973 138,513 109,083 279,119 0 279,119 － 279,119

(注) セグメント間の取引は、市場価格を参考にして決定しております。

当社株主に帰属する四半期純利益の調整額174百万円は、報告セグメントに配分していない全社損益であり

ます。

売上高は当社が任意で開示する項目であり、日本の会計慣行における売上高を表示しております。

 

当第２四半期連結会計期間（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

 

その他

 

合計

 

調整額

 

連結
ホームラ

イフ部門

電力・

ユーティ

リティ部

門

カーライ

フ部門

エネル

ギーイノ

ベーショ

ン部門

計

売上収益          

外部顧客からの収益 15,891 17,137 110,759 16,921 160,708 － 160,708 － 160,708

セグメント間収益 11 82 133 236 462 － 462 △462 －

売上収益合計 15,902 17,219 110,892 17,157 161,170 － 161,170 △462 160,708

売上総利益 5,646 2,935 12,193 2,476 23,250 － 23,250 － 23,250

営業活動に係る利益 46 2,133 1,745 1,164 5,088 － 5,088 339 5,427

税引前四半期利益又

は損失（△）
△275 2,069 1,651 1,163 4,608 － 4,608 310 4,918

当社株主に帰属する

四半期純利益又は損

失（△）

△419 1,041 967 819 2,408 － 2,408 222 2,630

 

その他の項目

売上高 17,001 17,900 121,755 87,566 244,222 － 244,222 － 244,222

(注) セグメント間の取引は、市場価格を参考にして決定しております。

当社株主に帰属する四半期純利益の調整額222百万円は、報告セグメントに配分していない全社損益であり

ます。

売上高は当社が任意で開示する項目であり、日本の会計慣行における売上高を表示しております。
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（報告セグメントの変更等に関する事項）

第１四半期連結累計期間において、従来の「ホームライフ事業」の呼称を「ホームライフ部門」に、「電力・

ユーティリティ事業」の呼称を「電力・ユーティリティ部門」に、「カーライフ事業」の呼称を「カーライフ部

門」に、「エネルギートレード事業」の呼称を「エネルギーイノベーション部門」に変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間、前連結会計年度末及び前第２四半期連結会計期間のセグメント情報は、変更

後の呼称にて表示しております。

詳細につきましては、「第一部　企業情報　第１　企業の概況　２　事業の内容」をご参照ください。

 

６．企業結合

　当第２四半期連結累計期間において、重要な企業結合はありません。

 

７．配当

前第２四半期連結累計期間（自 2015年４月１日 至 2015年９月30日）

 

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2015年６月18日

定時株主総会
普通株式 1,243 11 2015年３月31日 2015年６月19日

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2015年11月４日

取締役会
普通株式 1,356 12 2015年９月30日 2015年12月７日

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日）

 

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2016年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,356 12 2016年３月31日 2016年６月23日

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2016年10月31日

取締役会
普通株式 1,525 13.5 2016年９月30日 2016年12月５日
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８．金融商品の公正価値

（１） 公正価値の測定方法

主な金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり決定しております。金融商品の公正価値の測定において、

市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関して

は、将来キャッシュ・フローを割り引く方法、またはその他の適切な評価方法により測定しております。

 

現金及び現金同等物

満期までの期間が短期であるため、公正価値は帳簿価額とほぼ同額であります。

 

営業債権、営業債務、その他の短期金融資産（預け金）

短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額とほぼ同額であります。

 

その他の短期金融資産（有価証券）、その他の投資

市場性のある有価証券の公正価値は取引所の価格によっております。市場性のない株式は、主に修正純資産法

（対象会社の保有する資産及び負債の公正価値を参照することにより、公正価値を算定する方法）により、公正

価値を測定しております。

 

投資以外の長期金融資産（長期貸付金）、その他の短期金融資産（１年内長期貸付金）

長期の貸付金の公正価値については、同程度の信用格付を有する貸付先または顧客等に対して、同一の残存期

間で同条件の貸付または信用供与を行う場合の金利を用いて、将来キャッシュ・フローを割り引く方法により測

定しております。

 

その他の短期金融資産（デリバティブ）、その他の短期金融負債（デリバティブ）

デリバティブの公正価値については、市場価格や取引先金融機関等から提示された価格等に基づき測定してお

ります。

 

社債及び借入金

帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる場合を除き、社債及び借入金の公正価値については、同一

の残存期間で同条件の借入を行う場合の金利を用いて、将来キャッシュ・フローを割り引く方法により測定して

おります。
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（２） 償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の公正価値は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 

前連結会計年度末

（2016年３月31日）

当第２四半期連結会計期間末

（2016年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産：     

投資以外の長期金融資産（長期貸付金）及び

その他の短期金融資産（１年内長期貸付金）
435 443 553 563

償却原価で測定される金融負債：     

社債及び借入金 37,665 39,232 42,214 43,704

 

（３） 要約四半期連結財政状態計算書において認識している公正価値測定のヒエラルキー

IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値の階層を

用いて、公正価値の測定を分類することを要求しています。

 

公正価値の階層は、以下のレベルとなっております。

レベル１―活発な市場における同一資産・負債の市場価格

レベル２―直接または間接的に観察可能な、公表価格以外の価格で構成されたインプット

レベル３―観察不能な価格を含むインプット

公正価値の測定に使用される公正価値の階層のレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最も低い

レベルにより決定しております。

なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識して

おります。

 

公正価値の階層ごとに分類された、要約四半期連結財政状態計算書に公正価値で認識している金融資産及び金融

負債は次のとおりであります。

 

（単位：百万円）

 

前連結会計年度末

（2016年３月31日）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

その他の短期金融資産（有価証券）     

FVTPL金融資産 － 1,000 － 1,000

その他の投資     

FVTOCI金融資産 6,961 － 1,068 8,029

その他の短期金融資産（デリバティブ）     

ヘッジに指定されないデリバティブ 37 38 － 75

合計 6,998 1,038 1,068 9,104

負債：     

その他の短期金融負債（デリバティブ）     

ヘッジに指定されないデリバティブ 69 94 － 163

その他の長期金融負債（デリバティブ）     

ヘッジに指定されたデリバティブ － 931 － 931

合計 69 1,025 － 1,094
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（単位：百万円）

 

当第２四半期連結会計期間末

（2016年９月30日）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

その他の短期金融資産（有価証券）     

FVTPL金融資産 － － － －

その他の投資     

FVTOCI金融資産 6,387 － 928 7,315

その他の短期金融資産（デリバティブ）     

ヘッジに指定されないデリバティブ 47 119 － 166

合計 6,434 119 928 7,481

負債：     

その他の短期金融負債（デリバティブ）     

ヘッジに指定されないデリバティブ 150 52 － 202

その他の長期金融負債（デリバティブ）     

ヘッジに指定されたデリバティブ － 975 － 975

合計 150 1,027 － 1,177

 

なお、前連結会計年度及び当第２四半期連結会計期間において、レベル１，２及び３の間の振替は行っておりま

せん。

 

レベル３に区分される金融資産については、当第２四半期連結累計期間において重要な変動は生じておりませ

ん。
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９．１株当たり利益

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における、基本的１株当たり利益の計算は次のとお

りであります。

 

  

前第２四半期連結累計期間

（自 2015年４月１日

　　至 2015年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自 2016年４月１日

　　至 2016年９月30日）

当社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 3,209 3,707

発行済普通株式の加重平均株式数 （千株） 112,990 112,989

基本的１株当たり当社株主に帰属する四

半期純利益
（円） 28.40 32.81

（注）希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における、基本的１株当たり利益の計算は次のとお

りであります。

 

  

前第２四半期連結会計期間

（自 2015年７月１日

　　至 2015年９月30日）

当第２四半期連結会計期間

（自 2016年７月１日

　　至 2016年９月30日）

当社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 1,870 2,630

発行済普通株式の加重平均株式数 （千株） 112,990 112,989

基本的１株当たり当社株主に帰属する四

半期純利益
（円） 16.55 23.28

（注）希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

10．重要な後発事象

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2016年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,525百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………13円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2016年12月５日

（注）2016年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2016年11月10日

伊藤忠エネクス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石　塚　雅　博  印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 五十嵐　勝　彦  印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている伊藤忠エネクス

株式会社の2016年４月１日から2017年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2016年７月１日から2016

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約

四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、伊藤忠エネクス株式会社及び連結子会社の2016年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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